
安保法制の必要性説く 拓殖大の川上

教授が講演 群馬 
2015.8.30 07:00 産経新聞 

 

 拓殖大学友会群馬県支部総会が２９日、高崎市で開かれ、日米関係などを専門とする

川上高司・同大教授が「日米同盟と安保法制」をテーマに講演、米国の存在感が薄れつ

つある世界の現状と日本の安保法制について語った。 

 川上教授は「米国は世界の警察官ではない」とのオバマ大統領の発言以降、激変する

世界情勢を分析、「私自身、驚愕した」という１０年間で５千億ドルもの軍事費を削減

するという米国の方針を紹介。米国は本当に日本を守ってくれるのかとの危機感が日本

政府にあるとし、その中で今春、１８年ぶりに改定された日米ガイドラインの中身を「画

期的だ」と称賛した。「今回の安保関連法案は、このガイドラインを履行するためのも

のだ」とし、日本が自らの国益のために防衛政策を立案できる国家となることの必要性

を説いた。 

 中国による南シナ海での岩礁埋め立てや空港基地建設などにより「フィリピンは自国

の海域の半分を、ベトナムは三分の一を失う」とし、尖閣諸島での中国艦船の領海侵犯

や朝鮮半島有事など目の前にある危機を指摘。安保法制をめぐる国会論議の迷走ぶりを

「複雑な論議を避けた自民党の戦術ミス。中国の脅威や半島の危機を説けば国民は理解

しただろう」と批判した。 

 来年の米大統領選にも触れ共和、民主両党の候補者をブッシュ氏とクリントン氏と予

想。「世界の警察官に戻るブッシュとオバマ体制を継承するクリントンでは雲泥の差が

ある。どちらが選ばれるか、日本の行く末も決める」と語った。 

 


